






〔事案の概要〕　（一）貸金業法（平成一八年法律第一一五号二条による改正前のもの。同改正前の法律の題名は、貸金業の規制等に関する法律。以下、 「旧貸金業 」という。 ）四三条一項は、債務者が貸金業者に利息として支払ったものが利息制限法（平成一八年法律第一一五号による改正前のも 。以下同じ。 ）一条一項所定の制限を超えていたとしても、㊀任意の支払であり、㊁弁済
































が存在するとの前提に立って承諾をするのが通常であるから、Ｘは、本件承諾を行った際、Ａ取引の残債務四六万二九二一円の存在が本件承諾の動機である旨を黙示に表示していたものというべきである。そして、本件債権譲渡当時 おけるＡ取引の残債務額が四六万二九二一円ではなく三三万九七四六円であることを知っていたとすれば、Ｘ及び一般人において、本件債権譲渡を異議なく承諾することはなかったといえるから、Ｘの錯誤は要素の錯誤に当たる。 」と判示 、本件承諾は要素の錯誤により無効というべきであるから、本件承諾によってＸが債務の減額を争えなくなるとは言えないとして の請求を認容した。〔原審（名古屋高裁平成二六年六月一三日判決） 〕　
Ｙの控訴に対し、 「貸金債権の譲渡に対するＸの本件承諾は
異議なき承諾に当たり、これについて動機の錯誤は認め ない」として、第一審の結論を否定したうえで、 「みなし弁済の適用について、最高裁判所判決（同裁判所平成一六年（受）第一五一八号同一八年一月一三日第二小法廷 決・民集 〇巻一号一頁。以下「最高裁判決」という ） 厳格な判断が示されるよりも前の本件債権譲渡当時、最高裁判決よりも緩やかな解釈をとる裁判例や学説も相当程度存在したことは、当裁判所に顕著な事実である。…（中略）Ｂは、旧法四三条一項のみ
なし弁済の適用があることを前提に、…（中略）Ａから本件債権譲渡を含む資産譲渡を受けたのであり 上記のような、本件債権譲渡当時のみなし弁済適用に関する状況に照らせば、Ｂにおいて、Ａ取引にみなし弁済の がなく同取引の残債務額が四六万二九二一円を下回 について悪意又は重大な過失があったと認めることはでき」ず、Ｘは本件事由をもってＹに対抗することはできない した。　
これに対してＸが、みなし弁済の適用がないと信じたことに
つき、Ｙには重過失があるにもかかわらず、重過失は無いと判断した点に、法令の解釈適用の誤り・審理不尽の違法があることを理由として 上告受理申立を行った。〔判旨〕破棄差戻し　「 （一）民法四六八条一項前段は、債務者が異議をとどめないで指名債権譲渡の承諾をしたときは、譲渡人に対抗することができた事由があっても、これをもって譲受人に対抗するこ ができないとするところ、その趣旨は、譲受人の利益を保護し、一般債権取引の安全を保障することにある（最高裁昭和四二年
（オ）第一八六号同年一〇月二七日第二小法廷判決・民集二一巻八号二 六一頁参照） 。そうする 譲受人において上記事由の存在を知らなかった しても、このことに過失がある場合には、譲受人の利益を保護しなければならない必要性 低いと
四三二
いうべきである。実質的にみても、同項前段は、債務者の単なる承諾のみによって、譲渡人 対抗することができた事由をもって譲受人に対抗することができなくなるという重大な効果を生じさせるものであり、譲受人 通常の注意を払えば上記事由の存在を知り得たという場合にまで上記効果を生じさせるというのは、両当事者間の均衡を欠くものといわざる 得ない。　
したがって、債務者が異議をとどめないで指名債権譲渡の承
諾をした場合において、 渡 た事由の存在を譲受人が知らなか たとしても、このことについて譲受人に過失があるときには、債務 は、当該事由を って譲受人に対抗することができると解するのが相当である。
　
　（二）これを本件についてみると、記録によれば、Ｘは、本件取引では一八条書面の交付 全く く、このことはＹ おいて知り得たものである旨主張 ていたものということが きる。そうすると、原審としては、本件取引における一八条書面 交付の有無や、仮に交付がなかった場合にこれを被上告人におて知り得たか否かなどについて審理判断をすべきことになるところ、原審は、これらの点 することなく、単に弁論の全趣旨から旧貸金業法四三条一項の適用がなかったと判断した上、Ｙには重大な過失がないなどとして、Ｘは本件事由をもってＹに対抗することができない旨即断した」のは、誤りであるとし 、過失の有無について更 審理を尽くさせるた
め、原審に差し戻した。〔評釈〕一、はじめに　
民法四六八条一項は、債務者が、譲渡人に対抗しうる事由に













































せる形式が取られたのは、Ａに利息制限法に違反する約定利息金を取得させる企図 もとで 意を通じて債 者 地位の交代を試みた、ＹはＡから債権譲渡を受けたと認定し、その上で
四三四







裁判例が存在している。最初 、 を要求する認定を行っのが、㊀福岡地裁小倉支部昭和四五年八月三一日判決（判タ二五六号二三七頁）である。 「譲受人において、右承諾を受け際、債務者が譲渡人に対抗しうる事由につき、悪意であ かまたは善意であつてもそのことに過失があ たと は、債務者 、譲渡人に対抗しうる事由をもって譲受人に対抗しうると解すのが相当である。けだし …（中略）債務者が異議を留めない
























































































































































































民法四六八条の趣旨について 昭和四二年判決を踏襲し「民法四六八条一項前段は…（中略） 、その趣旨は、譲受人の利益を保護し、一般債権取引 安全を保障することにある」と述べ、「そうすると」 、債務者の抗弁事由について悪意または知らなかったことに過失のある譲受人 保護する必要性が低いと述べる。　
しかし、同文言を判示した昭和四二年判決は、悪意の譲受人
に対し、抗弁切断効の保護は不要と判示した事案であった。そのため、抗弁事由につき過失がある譲受人も、同様に保護が不
要であることを、改めて以下の文言により説明する。　「実質的にみても、同項前段は、債務者の単なる承諾のみによって、譲渡人に対抗することができた事由をもって譲受人に対抗することができなくなるという重大な効果を生じさせるものであり、譲受人 通常の注意を払えば上記事由の存在を知り得たという場合にまで上記効果を生じさせるというのは、両当事者間の均衡を欠くものといわざる 得ない。 」　すなわち、観念の通知であるにもかかわらず、異議をとどめ








































































































































版〕 』三六一頁〔野澤正充〕 （第一法規、二〇一三） 。ただし、異議をとどめない承諾の性質に関しては、を観念の通知と解するもの（平井・野澤）と、意思表示 準ずる準法律行為（加藤）とに見解が分かれる。
（
（1） 　
角紀代恵「判批」中田裕康＝窪田充見『民法判例百選Ⅱ〔第七
版〕 』六〇、六一頁（二〇一五）
（
（1） 　
於保・前掲（
（1）三一五頁のように、無過失の要否に言及がな
いものもある。
（
21） 　
中田・前掲
 （
2）　
五四一頁
（
2（） 　
内田・前掲（
（1）二三六頁、中田・前掲（
2）五四一頁
（
22） 　
小野・前掲（
1）三九七頁
（
23） 　
奥田・前掲（
（1）四五五頁。昭和四二年判決に付き、債務者の
解除権は、抗弁切断の対象に含まれるべきではないとす
（
21） 　
前田・前掲（
（2）四〇九頁
（
21） 　
林良平ほか・前掲（
（2）五〇七頁〔高木多喜男〕 ） 。
（
21） 　
池田・前掲（
1）四二〇、 二一、 三九、四四四注（
1）頁
（
21） 　
平井・前掲（
（1）一四三頁
（
21） 　
潮見・前掲（
3）六四三頁
（
21） 　
野澤・前掲（
（1）頁、加藤・前掲（
（1）三一六頁も、善意・無
重過失を要求する。
四四三
異議をとどめないで指名債権譲渡の承諾をした債務者が、譲渡人に対抗することができた事由をもって譲受人に対抗することができる場合

（都法五十六
-
二）
（
31） 　
辰巳裕規「異議をとどめない承諾による抗弁の切断について」
ジュリスト一四一九号一一四―一一五頁
（
3（） 　
商事法務編『民法（債権関係）改正法案新旧対照条文』一二〇
頁（商事法務、二〇 五）
（
32） 　
商事法務編『中間的な論点整理の補足説明』一一八頁（商事法
務、二〇一一） 、辰巳・前掲（
31）一一六頁
